
◎は新規事業、○は拡充事業、

事業費が斜体のものは再掲

単位：千円

19年度 18年度 増　減

暮らしの安全を守る

＜身近な安全の確保＞

交通安全対策の推進 [市民局] 89,845 105,093 △ 15,248

路上喫煙防止対策の推進 [市民局] 45,128 59,339 △ 14,211

消費者の自立の支援 [市民局] 60,382 58,377 2,005

   消費者相談や情報提供、啓発活動を実施する。

地域の防犯対策の推進 [市民局] 381,554 342,303 39,251

・ 防犯灯設置費及び維持管理費の補助

・ 地域防犯活動の支援

◎地域の安全・安心まちづくり環境整備事業 [宮前区] 9,377 -                9,377

[建設局] 34,864 41,536 △ 6,672

 　地域住民・事業者・行政が一体となって地域社会における
コミュニティの活性化を図り、安全で安心に暮らせるまちづく
りを推進する。

事　業　名　（概　要）

＜　安　全　で　快　適　に　暮　ら　す　ま　ち　づ　く　り　＞

　市民の日々の生活は、個人の生命や財産などの安全が保障されることを基礎として成り立っ
ています。近年こうした安全が脅かされるような出来事が増加していることから、市民の身近な
暮らしの安全を確保するとともに、防災体制を強化し、災害に強いまちづくりを推進します。
　また、都市の成熟化や少子高齢化によって、市民の価値観や地域を取り巻く環境に変化が生
じており、より快適で暮らしやすい地域環境の創造をめざし、市民協働による地域課題の解決
や、日常生活での利便性向上に向けた取組みにより、市民がいつまでも地域に住み続けたい
と思えるような環境づくりを進めていきます。

 　交通事故の無い安全な市民生活の実現をめざし、市民総
ぐるみ運動、交通安全教室、違法駐車防止対策などを実施
する。

 　路上喫煙の防止に関する条例に基づき、広報啓発活動を
実施する。

バリアフリー重点整備地区
　　　　　　　　　　　　交通安全施設整備事業

３　平 成 １９ 年 度 予 算 の 主 な 事 業
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単位：千円

19年度 18年度 増　減事　業　名　（概　要）

バリアフリー計画策定事業 [まちづくり局] 10,000 2,000 8,000

民営鉄道駅舎エレベーター等設置事業 [まちづくり局] 300,925 83,330 217,595

ノンステップバスの導入促進 [まちづくり局] 16,181 16,500 △ 319

小学校児童安全対策事業 [教育委員会] 5,251 5,112 139

◎児童生徒安全情報配信事業 [教育委員会] 8,190 -               8,190

○学校安全対策推進事業 [教育委員会] 14,415 1,422         12,993

○ [交通局] 872,867 467,409 405,458

＜救急体制の強化＞

救急医療体制づくりの推進 [健康福祉局] 768,433 751,778 16,655

・ 救急医療対策事業

休日急患診療所等運営事業

病院群輪番制運営費補助（一般）

○応急処置促進事業

救急医療情報システム事業

・ 小児救急医療対策事業

小児急病センター事業

病院群輪番制運営費補助（小児科）

小児救急医確保調整事業

小児初期救急医療費

総合周産期医療事業

○新生児集中治療室補助

救急救命士の養成と高度な救急体制の整備 [消防局] 171,999 178,404 △ 6,405

　 ＡＥＤ（自動体外式除細動器）を多くの市民が利用す
る施設に設置し、早急な救急対応を行うことにより救命
率の向上を図る。　100台

　 新生児集中治療室（ＮＩＣＵ）の運営に対し補助金
を交付し、救命医療体制の確保を図る。

ノンステップバスの市バスへの導入

（自動車運送事業会計）

   総合周産期医療整備検討会において、本市にお
ける周産期医療体制の確立をめざした検討を行う。
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単位：千円

19年度 18年度 増　減事　業　名　（概　要）

・ 救急救命士の養成

・ メディカルコントロール活動の推進

・ 高規格救急自動車の更新

◎ ＰＡ（ポンプ車と救急車）連携の導入 [消防局] 23,482 -                23,482

＜良好な生活衛生環境の確保＞

予防接種事業の推進 [健康福祉局] 1,181,162 1,125,617 55,545

 　伝染の恐れがある疾病の発生及びまん延の予防を図る。

○新型インフルエンザ対策の推進 [健康福祉局] 11,749 4,000 7,749

霊園の整備 [環境局] 1,455,775 1,646,612 △ 190,837

災害や危機に備える

＜危機事象への的確な対応＞

○総合的危機管理体制の整備 [総務局] 28,717 17,767 10,950

[健康福祉局] 18,077 19,465 △ 1,388

川崎港の保安対策 [港湾局] 288,285 317,022 △ 28,737

生物化学テロへの備え [消防局] 672 672 -                

　生物化学テロ対策用品を整備する。

＜防災対策の推進＞

災害時における緊急対応

　 新型インフルエンザの発生に対応するため、川崎市新型
インフルエンザ対策行動計画の着実な推進を図る。

　 講演会等の開催により、川崎市国民保護計画について、
市民への啓発を図る。また、図上シミュレーションや訓練の実
施により関係機関の連携強化を図る。

　 救急車が出場中に重症者が発生した場合、ＡＥＤを搭載し
た直近のポンプ車が出場し、救命処置を行い救命率の向上
を図る。

   救命率向上のため、全救急隊に常時救命士が乗車で
きる体制をめざす。　養成人数　10人

   高度救急処置範囲拡大（気管挿管・薬剤投与）に対応
した救急隊員の研修、教育等を実施し、救命率の向上を
図る。
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単位：千円

19年度 18年度 増　減事　業　名　（概　要）

災害時情報体制の整備 [総務局] 390,386 542,577 △ 152,191

地域防災力の向上 [総務局] 154,108 165,701 △ 11,593

・ 災害予防対策事業

・ 総合防災訓練事業

・ 防災拠点整備事業

・ 区防災対策推進事業

○等々力緑地の整備 [環境局] 125,270 121,278 3,992

耐震対策等橋りょう整備事業 [建設局] 1,246,000 632,200 613,800

東扇島東緑地の整備 [港湾局] 511,779 650,000 △ 138,221

建築物の耐震対策 [まちづくり局] 1,369,299 485,928 883,371

消防署所の適正配置 [消防局] 144,706 283,218 △ 138,512

消防署所等の整備 [消防局] 1,161,904 767,742 394,162

義務教育施設防災関連対策の推進 [教育委員会] 433,380 866,259 △ 432,879

＜消防力の強化＞

消防署所の適正配置 [消防局] 144,706 283,218 △ 138,512

・ 仮称藤崎消防出張所整備事業

19年10月完成予定

　 消防力の整備計画に基づき、消防体制の均一化と市
域全体のバランスを考慮し、大師・富士見消防出張所の
統合を図る。

　 区役所が行う防災対策の推進を図る。

　 「ぼうさい出前講座」をはじめとした啓発活動を通じて、
防災意識の高揚や防災知識の普及を図る。

　 住民、防災機関が一体となった総合的かつ実践的な訓
練を実施し、防災体制の充実強化を図る。

　 発災時の罹災者に対する支援活動を円滑かつ迅速に
実施できるように、備蓄物資の充実や分散備蓄を図る。

　 防災行政無線のデジタル化を推進するとともに、ITを活用
した新たな総合防災情報システムの構築に向けた検討を行
う。
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単位：千円

19年度 18年度 増　減事　業　名　（概　要）

消防署所等の整備 [消防局] 1,161,904 767,742 394,162

・ 中原消防署改築事業

20年３月完成予定

◎幸消防署改築事業

・ 庁舎等解体事業

◎ 特別高度救助隊等の創設 [消防局] 38,084 -                38,084

消防活動体制の整備 [消防局] 117,609 130,831 △ 13,222

・ 通信設備整備事業

・ 新消防情報管理システム整備事業

＜治水・雨水対策の推進＞

河川の整備 [建設局] 265,279 325,219 △ 59,940

・ 平瀬川支川の改修

・ 五反田川放水路の整備

矢上川モデル計画事業の推進 [建設局] 10,000 10,000 -                

[建設局] 38,000 12,000 26,000

[建設局] 2,366,811 2,715,700 △ 348,889

   

　 災害情報の収集、伝達の迅速化を図るため、消防活動
用無線機を更新する。　99台

　 鶴見川流域水マスタープランに基づき、矢上川の整備を
行う。

大師河原雨水貯留管の整備
（下水道事業会計）

　 蓄積されたデータを災害発生時等に有効活用するた
め、システムを再構築する。

江川・渋川雨水貯留管バイパス管の整備
（下水道事業会計）
　雨水貯留管の雨水取込み地域の拡大により、浸水対策を
推進する。

　 小杉駅周辺地区の活性化に資するため、ホテルとの複
合施設として整備する。

 　庁舎の改築に向け、基本・実施設計等を行う。

　 大師・富士見消防出張所を解体する。

 　大規模災害に備えるため、臨港消防署に「特別高度救助
隊」、宮前消防署に「高度救助隊」を設置する。

　 浸水被害が多発している大師河原地区等の浸水対策及
び東京湾の水質改善を図るため、大師河原雨水貯留管の実
施設計を行う。
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単位：千円

19年度 18年度 増　減事　業　名　（概　要）

[建設局] 2,730,611 2,609,410 121,201

 　浸水被害のないまちづくりを推進する。     

身近な住環境を整える

＜良好な都市景観形成の推進＞

緑の景観づくり推進事業 [環境局] 40,100 80,000 △ 39,900

東扇島東緑地の整備 [港湾局] 511,779 650,000 △ 138,221

良好な街なみづくりの推進 [まちづくり局] 9,630 10,460 △ 830

・ 多摩川景観調査事業

・ 景観形成調査事業

・ 街なみ景観づくり推進事業

＜暮らしやすい住宅・住環境の整備＞

組合土地区画整理事業 [まちづくり局] 7,377 229,021 △ 221,644

麻生区万福寺地区

優良建築物等整備事業 [まちづくり局] 565,725 229,940 335,785

・ 優良建築物等整備事業

３地区

◎民間建築物吹付けアスベスト対策事業

建築物の耐震対策 [まちづくり局] 1,369,299 485,928 883,371

○公共建築物耐震化推進事業

   多摩川周辺の良好な街なみ形成を目指したガイドライ
ンの作成を行う。

　組合施行による土地区画整理事業に対し、事業費の一部
を助成する。

市街地浸水対策の強化
（下水道事業会計）

   多数の人が利用する民間建築物について、アスベスト
含有調査及び除却等工事費用の一部を助成する。

   市民の景観意識の向上を目指し、その啓発に資する取
組みを行う。

   景観法の施行に伴い、景観法に基づく景観計画の策
定を行う。

　 優良建築物等整備事業の施行者に対し、事業費の一
部を助成するとともに、関連公共施設の整備を行う。
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単位：千円

19年度 18年度 増　減事　業　名　（概　要）

・ 木造住宅耐震診断士派遣事業

○木造住宅耐震改修助成事業

◎市営住宅等耐震診断事業

・ マンション耐震診断補助事業

◎マンション耐震改修助成事業

○緊急構造計算書偽装問題対策事業

密集住宅市街地整備促進事業 [まちづくり局] 11,975 3,750 8,225

急傾斜地崩壊対策事業 [まちづくり局] 73,740 50,700 23,040

◎ [まちづくり局] 15,286 -                15,286

公的住宅の整備 [まちづくり局] 3,581,330 1,751,237 1,830,093

・ 公営住宅の建設等　282戸

◎公営住宅の全面的改善

・ 特定優良賃貸住宅の家賃助成等　2,532戸

・ 高齢者向け優良賃貸住宅の家賃助成　175戸

・ 高齢者向け優良賃貸住宅の建設費助成　32戸

　 構造計算書の偽装により、構造耐力が不足している分
譲マンションについて、仮住居家賃等、建替工事費用及
び改修工事費用の一部を助成する。

   本庁舎・区役所等の公共施設を利用する市民の安全を
確保するため、緊急性が高い施設の耐震対策を実施する
一方、「耐震対策実施計画」を策定し、計画的かつ迅速に
公共建築物の耐震化を推進する。

　木造住宅の耐震診断実施を促進するため、耐震診断士
を派遣する。

　 戸建木造住宅の耐震改修費用の一部を助成する。

 　市営住宅等の耐震性確保に向け、耐震診断を行う。

 　分譲マンション管理組合が耐震診断を実施する際に、
その費用の一部を補助する。

　 防災性及び住環境の向上を図るため、重点密集市街地の
整備計画を見直し、また、小田２・３丁目地区内における共同
住宅等への建替に際し、除却費用等の一部を助成する。

 　急傾斜地崩壊危険区域内におけるがけ崩れの災害を防
止するため、神奈川県が実施する防災工事の費用の一部を
負担する。

　 耐震診断の結果、耐震性が劣ると判断された分譲マン
ションについて、耐震改修費用の一部を助成する。

　 宅地の耐震性の向上を図るため、大規模盛土造成地の大
地震時における崩落の危険性等について変動予測調査（２
次スクリーニング）を行う。

宅地耐震化推進事業
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単位：千円

19年度 18年度 増　減事　業　名　（概　要）

新たな住宅政策の推進のための検討・調査 [まちづくり局] 3,174 3,654 △ 480

・ 住宅政策基礎調査事業

住宅市場の育成等を重視した住情報提供 [まちづくり局] 16,195 16,564 △ 369

・ 住情報提供事業

・ 賃貸住宅経営管理相談対策推進事業

・ 住宅性能表示制度普及推進事業

・ 住まい・まちづくり支援推進事業

＜市民の提案や自主的な活動が活きるまちづくりの推進＞

まちづくり対策事業 [まちづくり局] 12,749 10,232 2,517

・ 建築及び開発行為に関する総合調整事業

・ まちづくり相談業務事業

まちづくりに関する相談窓口の実施

市役所本庁舎、高津・宮前・多摩・麻生区役所

[まちづくり局] 9,999 7,948 2,051

・ 誘導的建築行政推進事業

・ 地区まちづくり計画策定支援事業

都市計画マスタープラン策定事業 [まちづくり局] 326 6,300 △ 5,974

・

　 住宅性能表示制度の講習会や、戸建住宅の新築にお
ける住宅性能評価書取得に要する費用の一部助成を行
い、住宅性能表示制度の普及促進を図る。

 　ＮＰＯ等と連携し、市民・地域が主体的に行う良質な住
まい・まちづくりを支援する。

　 住宅・住環境施策を総合的かつ計画的に推進するた
め、市内の住宅・住環境の実態や動向について調査し、
今後取り組むべき施策等について検討する。

　 土地所有者及び賃貸マンションの経営者等に対し、経
営・管理に関する適切な情報を提供する。

　住宅・マンション管理に関する相談、情報提供等を行う。

　 建築及び開発に関する総合調整条例及び紛争調整条
例の適切な運用により、良好な市街地形成の促進を図
る。

地域の自主的なまちづくりへの
　　　　　　　　　　　　　　誘導、支援等の推進

　 地区計画及び建築協定等の活用によって、良好な市
街地環境の形成、維持及び保全を図る。

 　地区まちづくり計画策定活動等を支援することにより、
市民が主体となった身近なまちづくりを推進する。

全体構想及び７区の区別構想の計画的な進行管理、誘
導
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単位：千円

19年度 18年度 増　減事　業　名　（概　要）

・ まちづくり推進地域別構想の策定、推進

快適な地域交通環境をつくる

＜身近な地域交通環境の整備＞

[建設局] 34,864 41,536 △ 6,672

川崎駅、武蔵小杉駅、溝口駅、新百合ヶ丘駅周辺地区

バリアフリー計画策定事業 [まちづくり局] 10,000 2,000 8,000

民営鉄道駅舎エレベーター等設置事業 [まちづくり局] 300,925 83,330 217,595

・ 鉄道駅舎へのエレベーター設置費用の補助

東急高津駅　２基

東急溝の口駅　２基

ＪＲ武蔵中原駅　３基

ＪＲ久地駅　３基

20年３月完成予定

◎武蔵中原駅改札外エレベーター設置事業

20年３月完成予定

ノンステップバスの導入促進 [まちづくり局] 16,181 16,500 △ 319

[まちづくり局] 500,000 500,000 -                

踏切等関連施設改良事業費の一部を負担する。

駅アクセス向上等計画調査 [まちづくり局] 1,000 58,692 △ 57,692

　 鉄道事業者によるＪＲ武蔵中原駅改札内のエレベー
ター設置にあわせ、改札外の段差解消のためエレベー
ターを設置し、駅内外一体でのバリアフリー化を図る。

バリアフリー重点整備地区
　　　　　　　　　　　交通安全施設整備事業
　　重点整備地区内における点字ブロック等交通安全施設の
整備

 　バリアフリー化を進めるためのガイドラインに基づき、新た
に２地区について基本構想を策定する。

 　民営バス事業者に対して補助を行い、バス車両のバリアフ
リー化を促進する。　11両

 　鉄道事業者に対して補助を行い、駅のバリアフリー化を
促進する。

東京急行東横線元住吉１号踏切等
　　　　　　　　　　　　　関連施設改良の推進

　 周辺のまちづくりにあわせた既存駅におけるアクセスの改
善について、鉄道事業者との協議等に必要な基礎的調査を
実施する。
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単位：千円

19年度 18年度 増　減事　業　名　（概　要）

ＪＲ中野島駅

○ＪＲ川崎駅北口自由通路等計画調査 [まちづくり局] 127,132 -                127,132

コミュニティ交通計画調査 [まちづくり局] 12,300 13,147 △ 847

交通不便地域の解消・交通環境整備 [宮前区] 3,686 2,268 1,418

公共交通移動円滑化設備整備事業 [まちづくり局] 32,337 30,250 2,087

・ ＩＣカード車載機設置費用の補助

◎

○ [交通局] 872,867 467,409 405,458

（自動車運送事業会計）

＜地域の生活基盤となる道路整備＞

あんしん歩行エリアの整備 [建設局] 282,581 386,245 △ 103,664

あんしん歩行エリア内における交通安全対策の実施

観音地区ほか７地区

[建設局] 100,000 184,000 △ 84,000

柱等の耐震補強工事を実施する。

地域の生活基盤となる橋りょうの整備 [建設局] 1,292,772 941,707 351,065

〇江ヶ崎跨線橋ほか２橋

江ヶ崎跨線橋

バス運行情報提供システム導入費用の補助

 　「地域交通の手引」等を活用し、地域の住民協議会等の主
体的な取組みによる新たな交通システムの導入に向けた調
査検討を行う。

 　ＪＲ川崎駅北口自由通路及び自由通路から駅改札口への
アクセスに関する概略設計を行う。

   地域住民が主体となった、地域の身近な交通手段の実現
に向けた試行運行の取組みを支援する。

　民営バス事業者に対して補助を行い、バス車両へのＩＣ
カード車載機導入を促進する。　169両

　 民営バス事業者に対して補助を行い、バス運行情報提
供システムの導入を促進する。　80両

ノンステップバスの市バスへの導入

   架替え工事を実施するため、仮設人道橋の設置
工事及び現橋の撤去工事に着手する。

新百合ヶ丘駅南口ぺデストリアンデッキの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　耐震補強
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単位：千円

19年度 18年度 増　減事　業　名　（概　要）

耐震対策等橋りょう整備事業 [建設局] 1,246,000 632,200 613,800

橋脚等の耐震補強工事を実施する。

＜バス輸送サービスの充実＞

[交通局] 9,307 1,707 7,600

（自動車運送事業会計）

・ ドライブレコーダーの試験導入10台

・

[交通局] 2,574 1,024 1,550

（自動車運送事業会計）

○ [交通局] 48,264 95,823 △ 47,559

（自動車運送事業会計）

○ [交通局] 872,867 467,409 405,458

（自動車運送事業会計）

・ 35両（ノンステップバス総車両数165両）

[交通局] 21,152 16,137 5,015

（自動車運送事業会計）

・ 停留所上屋10カ所、照明付停留所標識10基

・ 「川崎駅西口北」停留所の供用開始

○ [交通局] 3,885 389 3,496

（自動車運送事業会計）

・ 停留所ベンチ100脚

＜総合的自転車対策の推進＞

放置自転車対策事業 [建設局] 1,627,513 1,431,872 195,641

・ 自転車等駐車場の整備

○登戸駅機械式立体駐輪場ほか３カ所

   登戸駅に本市初の機械式立体駐輪場（収容台数
650台）を設置する。

需要に応じたダイヤと路線の見直し

事故防止対策の強化

安全教育、研修の充実

　 深夜バス運行の拡充や多客路線の混雑緩和、系統の新
設を行う。

ノンステップバスの市バスへの導入

バス停留所施設の整備

バス停留所ベンチの設置

バス運行情報提供システムの導入

　　バスの到着予定、接近・遅延情報等をパソコン、携帯電話
等で利用者に提供するシステム「市バスナビ」を塩浜営業所
管内に導入する。（市バス全路線導入完了）

- 29 -



単位：千円

19年度 18年度 増　減事　業　名　（概　要）

・ 自転車等放置禁止区域の指定

小島新田駅周辺

安定した供給・循環機能を提供する

＜良質な水の安定供給＞

[水道局] 2,718,223 2,115,177 603,046

・ 循環式地下貯水槽の設置 　２基

・ 老朽管更新等水道施設の整備

◎事業再構築に伴う施設の整備

＜良好な下水道環境の形成＞

[建設局] 3,143,956 2,603,160 540,796

[建設局] 6,169,158 6,515,570 △ 346,412

 　給水能力の見直しにより、事業規模の適正化を図るた
め、施設の整備に関する詳細設計を行う。

　　管きょ、ポンプ場、水処理センターなど老朽化した下水道
施設の計画的な再整備を行う。

安定給水の確保
（水道事業会計）

高度処理の導入
（下水道事業会計）

下水道施設の再整備・再構築
（下水道事業会計）
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